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特集／総論　推進工法における「技術」とその伝承

はじめに1.

　推進工法が今後も有益な社会資本整備の手段と
して生き残るためには、新技術の開発と普及や施
工技術の保持が不可欠である。
　これまでも様々な技術が開発されて普及してき
たが、現場の実施状況は必ずしも意図の通りには
行かず、トラブルや苦労を積み重ねながら進行し
ているのが現状である。
　また、推進工法の設計・発注を促進するために
は技術のPRや提案する能力が必要であるが、そ
の方法について戸惑うケースがある。
　以下に本誌の名称でありいろいろな側面を持つ
推進工法における「技術」というものを施工者の
立場から「人」の伝承を軸に少し考えてみること
にする。

推進工法の「技術」2.

２. １　新工法・新製品の開発
　推進工法の技術という場合、まず考えられるの
は新しい工法や製品の開発であり、今後も引き続

いての開発努力は不可欠である。推進工法での新
技術の開発パターンとしては下記の3パターンが
あり、それぞれに新しい発想を持った技術者の存
在が必要である。
（1）具体的な物件（提案）に対応
　計画あるいは設計中の案件に対して従来技術で
は対応不可能な場合や、より効率的な施工方法を
提案する必要がある場合に、従来技術を検討・改
良することがある。発注者や設計者から開発テー
マの投げかけがあればターゲットを絞った対応が
しやすいが、その意図をくみ取ることがまず第一
歩である。そういう意味では次世代の技術者に求
められるものの一つには、いわゆる研究者タイプ
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図−1　二重管推進工法
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ではなく、コミュニケーションや自己表現に優れ
るタイプが求められている。また、今後は開発側

（施工者・メーカ）の技術者として旧来の慣習に
とらわれずに発注者などとのコミュニケーション
が取れれば、さらにより良い提案が出来るのでは
ないかと考える（図−1）。
　　→ 該当事例：二重管推進工法など

（2）一般的ニーズに沿って開発し売り込み（PR）
　一般的なニーズを把握して基礎的な開発検討を
事前に行い、案件の発注をPRして実施工につな
げる場合。一般的なニーズは概略的には把握でき
るが、技術開発に対して事前投資をしたり開発部
所を維持したりするだけの企業体力が必要である
ため、推進専業者やメーカ単独では困難になり
つつある。そのため、推進工法における技術の進
歩はめざましいものがあるものの、長年の基礎的
研究による発明は少なく、従来技術の改良による
適応範囲の拡大が多数を占めているのが現状であ
る。そのため新工法や新製品を開発しても、すぐ
に類似品が出現して一般的な技術としてとらえら
れることの繰り返しである。このような現状を改
善して新しい時代の技術者を育てるためには、官

（発注者）と学（大学）などと連携した基礎研究
体制の整備が望まれる。特に大学などの学術機関
に推進工法に関する非開削工法の研究・教育部門
の設置を強く望みたい。
　　→ 該当事例：九州大学など

（3）他分野からの開発提案
　推進工法の技術と他の技術を融合して新しい工
法を開発するために、他分野（材料・機械・制
御・環境など）からの提案で共同開発する場合。
複数社での共同開発あるいは他業種とのタイアッ
プによる開発チームの組織などができれば有効で
あり、負担の軽減（分担）にもなる。そのために
は当協会などが先頭に立ってそのような場を設定
すべきであり、参画することによって技術者の幅
広い知識の習得や開発意欲の啓発にも役立つはず
である。
　一例としては当協会の提唱で発足して資料をと
りまとめた「超大口径管推進工法協会」の活動な

どがあり、現在までに3件の施工実績があるが、
今後多くの物件が発注・施工されて多くの技術者
が関わるようになることを望む（写真−1）。
　　→ 該当事例：超大口径管推進工法など

２. ２　優れた施工能力
　推進工事でとりわけ難工事を確実に施工するこ
とは推進工法における技術力の端的な表現方法で
あり、すばらしい新工法を提唱しても実施工にお
いてトラブルを繰り返していては評価に値しませ
ん。そのため優れた施工能力を持った技術者の存在
は推進工法の技術を語る上で重要な要素である。
（1）職員（施工管理）の技量
　最近の推進工事の施工の良否を左右する要因の
第一は工事を管理する職員の施工管理能力であ
り、そのことを抜きに推進工法の施工技術は確保
できない。そのため、技術者に対しては理論教育
と実地施工経験が必要であるが、それらが疎かに
なって机上の管理のみになったり問題の報告・連
絡・相談だけで判断・指示の出来ない技術者が多
くなったりしている現状がある。これからの高度
な技術を必要とする施工に当っては、経験だけで
はなく基礎知識、特に土木はもちろんであるが電
気・機械・化学などの知識が必要であり、技術者
教育が不可欠になっている。これらの基礎知識の
教育は日常業務の中では困難であり、社内の教育
や社外の資格取得のための講習などが役立つ。し
かし、最も重要なことは本人の知識習得に対する

写真−1　超大口径管推進工法


